第２３章　　　司法および警察
民事事件の概況
　昭和49年中に府下各裁判所に新受された民事事件は、９万1,785件で昨年に比べ、1.8パーセント増を示し昭和48年まで年々減少していたのが、本年に初めて増加した。
　裁判所別にみると、簡易裁判所が例年どおり総新受件数の構成比55.1パーセント、5万545件であり、昨年13.6パーセント、7,965件と大幅な減少をみたが、本年は0.3パーセント、133件の増加であった。
　次に地方裁判所が構成比44.9パーセント、4万1,237件で昨年に比べ、3.7パーセント、1,473件の増加であり、又、大阪高裁も前年比で4.5パーセント、203件（近畿二府四県分含む）増加した。
　既済件数も新受件数同様、年々減少していたのが、前年比3.6パーセント、3,248件の増加であり、逆に未済件数は前年比93.6パーセント、2,877件の減である。
刑事事件の概況
　昭和49年における府下の全裁判所が扱った新受件数は23万7,672件となり、昨年の24万3,242件を2.3パーセント下回り昨年まで年々増加の傾向であったが、民事事件とは逆に減少した。
　新受件数を裁判所別にみると、簡裁が21万6,029件と総新受件数の90.9パーセントを占めているが、前年に比べ0.7パーセント、1,422件の減少である。次に地裁が9.1パーセントであるが、簡裁同様前年に比べ16.1パーセント、4,148件減少した。又、大阪高裁も前年に比べ0.3パーセント、9件（近畿二府四県分含む）減少している。
　なお、総新受件数のうち略式事件は74.0パーセントを占め､「訴訟」は3.0パーセントにすぎない。
家事事件の概況
　まず審判事件の受処理件数をみると、昭和49年新受件数は１万3,031件と昨年の1万2,982件を若干上回った。
　主な事件は､「子の氏の変更」38.3パーセント、次いで「精神障害者保護義務者の順位」23.8パーセントと上位を占め昨年と同傾向である。
　一方調停事件では、昭和49年中の新受件数は5,090件で昨年は減少したが本年は147件の増加である。又、主な事件をみると例年どおり「婚姻中の夫婦間の事件（離婚）」が49.1パーセントと第１位を占め､「家事審判第23条に掲げる事項」が13.6パーセント､「親権者の指定」6.7パーセント､「扶養」6.2パーセントと続いている。
少年保護事件の概況
　昭和49年における少年保護事件新受件数は、３万3,785件で前年に比べ4.3パーセント、1,535件の減少である。
　法令別では例年同様に「道路交通法違反」が１万7,329件（構成比51.3パーセント）と半数を占めている。また刑法関係は本年は1万4,170件と前年に比べ若干下回り、その内訳は､「窃盗」813件（構成比57.4パーセント）、「業務上過失致死傷」3,412件（同24.1パーセント）が上位を占めている。
　次いで昭和49年中の少年院の入出院状況をみると、新収容者数は127人と前年より40人減少しており、さらに年末収容者数においても前年と比較すると53人の減少である。
　また少年鑑別所の入出状況においては、新収容者数は832人で少年院とは逆に26人増加しているが、年末収容者数は24人と２人減となっている。
　少年ぐ犯（不良行為を含む）行為別補導人員は、昭和49年で２万4,231人を数えたが前年より4.2パーセント減少した。内訳をみると「喫煙」（構成比52.1パーセント）、「怠学怠業」（同9.6パーセント）、「不良交友」（同6.9パーセント）が上位を占めている。
人権侵犯事件の概況
　大阪法務局が昭和49年中に扱った標記事件の新受理件数は、308件と前年より25.7パーセント、63件増加している。
　事件別にみると､「公務員等の職務執行に伴う侵犯事件」が10件､「酷使虐待」51件､「労働権の侵犯」20件と三つの事件が前年の２倍から３倍と激増した。
刑法犯罪の概況
　昭和49年中に発生した府下の刑法犯罪事件数は、10万3,035件となり前年より4.4パーセント増加し､検挙件数は５万4,268件と毎年増加を続け前年を5.3パーセント（2,746件）上回った。
　発生件数を罪種別にみると、最も多いのは「窃盗」の８万6,313件で全体の83.8パーセントを占め、次いで「粗暴犯」（構成比6.8パーセント）、「知能犯」（同6.7パーセント）と続いている。
　また「凶悪犯」は727件で前年に比べ、10.7パーセント（70件）増加している。
　また刑法犯少年数は、昭和49年は9,377人と前年の8,798人より6.6パーセント（579人）の増加となり、このうち学生・生徒は6,945人と全体の74.1パーセントを占め前年の6,341人を9.５パーセント（604人）上回っている。
　年齢別では、本年も昨年同様14歳から15歳層に著しい増加がみられる。
　一方13歳以下の触法少年数は前年より50人減の3,443人を数えて中学生2,203人と全体の64.0パーセントを占め前年より高い比率を示している。又、小学生は1,240人、全体の36.0パーセントとなっている。罪種別では、「窃盗」が293人と全体の85.2パーセントとなっており刑法犯罪全体をみても、「窃盗」が大多数である。
